
１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の期間 

３ 計画の位置づけ 

４ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わが国の子ども・子育て支援については、平成１５年に制定された少子化社会対策基本法等

に基づき、総合的な施策が講じられてきました。 

 本市でも、次世代育成支援対策推進法に基づく「高槻市次世代育成支援行動計画（前期計

画）」（計画期間：平成１７～２１年度）及び「高槻市次世代育成支援行動計画（後期計画）」

（計画期間：平成２２～２６年度）を策定し、子育て総合支援センターの開設や地域子育て支

援拠点事業の拡充など、子育て支援施策を総合的・計画的に推進してきました。 

 平成２７年度からは、この「行動計画」と、平成２４年に制定された子ども・子育て支援法

に基づく「子ども・子育て支援事業計画」を一体的に策定した「高槻市子ども・子育て支援事

業計画（計画期間：平成２７～令和元年度）」により、保育所や認定こども園、学童保育室の拡

充や、子育て世代包括支援センター、高槻子ども未来館の開設など、更なる子育て支援の取り

組みを進めてきました。 

 本市では子育て家庭や子どもの育ちをめぐる環境が変化する中で、子育てに関する様々な課

題が存在していることを踏まえ、引き続き将来にわたり、次代の社会を担う子どもの健やかな

成長を実現し、幼児期の教育、保育並びに地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するた

め、「第二次高槻市子ども・子育て支援事業計画」を策定するものです。 

 

 

 本計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。なお、必要に応じ

て見直しを行います。 

 

 

本計画は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第６５号）第６１条の規定に基づく市町村子

ども・子育て支援事業計画として策定しています。 

 

 

子どもは、社会の希望、未来をつくる存在であり、子どもの健やかな育ちと子育てを支えるこ

とは、一人ひとりの子どもや保護者の幸せにつながることはもとより、将来の国全体の担い手の

育成の基礎をなす重要な未来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要課題の一つです。 

子どもは、保護者が育むことが基本ですが、子育てに不安や孤立感を感じる家庭が少なくない

中、子育てに夢や希望をもてるようにしていくために地域を挙げて、社会全体で子ども・子育て

を支援する、「支え合い」の仕組みを構築するということが時代の要請であり、社会の役割となっ

ています。 

この計画は、子どもを安心して生み育てることができる基盤を充実するとともに、子どもはも

とより、親の自主性・主体性を伸ばし、親もまた人として成長し、未来に夢や希望がもてるよう

にしようとするものです。 

【概要版】 



１ 基本的な考え方 

２ 教育・保育提供区域の設定 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法では、市町村は、子ども・子育て支援事業計画において、教育・保育提

供区域ごとの教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の利用状況・利用希望を踏まえ、計画

期間である今後５年間の需要（量の見込み）を推計し、具体的な目標設定を行うこととされてい

ます。 

 

 

教育・保育提供区域とは  

 子ども・子育て支援法において、市町村子ども・子育て支援事業計画の策定にあたっては、市

町村が、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・

保育を提供するための施設の整備の状況などを総合的に勘案し、「教育・保育提供区域」を定め

ることが規定されています。 

 なお、この設定区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の需給量を見込むもので

あり、区域ごとでの施設や事業の利用が制限されるものではありません。 

教育・保育提供区域について  

高槻市域を大きく、JRを境に南北と芥川を境に東西に分け、さらに五領・上牧地域と三箇牧・

柱本地域を独立した地域として 6 区域とし、区域割には小学校区での境界をもって設定しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 次ページに示している量の見込み及び確保方策の人数合計、過不足量については、小数点の端数処理の関係で合わない場合

があります。また、量の見込みについて、６区域の合計と全市の数値がアンケート調査内容の関係で合わない形となります。 

 

 

  

① JR 以北・芥川以西 区域 

（第二中学校区の一部＜川西小学校区、郡家小学校区＞、川西中学校区の

一部＜川西小学校区＞、阿武野中学校区、阿武山中学校区） 

② JR 以北・芥川以東 区域 

（第二中学校区の一部＜芥川小学校区、真上小学校区＞、川西中学校区の

一部＜芥川小学校区＞、第八中学校区、第九中学校区、芝谷中学校区） 

③ JR 以南・芥川以西 区域 

（川西中学校区の一部＜津之江小学校区＞、第四中学校区、如是中学校区、

第三中学校区、柳川中学校区） 

④ JR 以南・芥川以東 区域 

（第一中学校区、第六中学校区、冠中学校区、第十中学校区、城南中学校

区） 

⑤ 五領・上牧 区域（五領中学校区） 

⑥ 三箇牧・柱本 区域（第七中学校区） 



４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の確保の内容 

３ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保と内容  

 

（単位：人）    

 令和2年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１号認定 

（2 号幼稚園 

希望含む） 

量の見込み 4,642 4,504 4,298 4,243 4,197 

確 保 方 策 7,032 7,032 7,032 7,032 7,032 

過 不 足 量 2,390 2,528 2,734 2,789 2,835 

２号認定 

（上記以外） 

量の見込み 3,473 3,369 3,216 3,174 3,140 

確 保 方 策 3,186 3,186 3,186 3,186 3,186 

過 不 足 量 ▲287 ▲183 ▲30 12 46 

３号認定 

（１・２歳） 

量の見込み 2,764 2,736 2,681 2,678 2,656 

確 保 方 策 2,380 2,601 2,713 2,780 2,796 

過 不 足 量 ▲384 ▲135 32 102 140 

３号認定 

（０歳） 

量の見込み 594 588 583 578 574 

確 保 方 策 537 582 603 612 615 

過 不 足 量 ▲57 ▲6 20 34 41 

 

 

 

 

 

 

 

 令和2年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者支援事業 

 

基本型 

特定型 

量の見込み（か所） １ １ １ １ １ 

確保方策（か所） １ １ １ １ １ 

母子保

健型 

量の見込み（か所） ２ ２ ２ ２ ２ 

確保方策（か所） ２ ２ ２ ２ ２ 

時間外保育事業（延長保育事業） 

 
量の見込み（人） 4,124 4,038 3,904 3,873 3,836 

確保方策（人） 6,311 6,577 6,710 6,786 6,805 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

量の見込

み（人） 

副食材料費 309 309 309 309 309 

その他 検討 

確保方策 

（人） 

副食材料費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

309 309 309 309 309 

その他 検討 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 
量の見込み（人） 12 12 12 12 12 

確保方策（人） 165 165 195 195 195 

放課後児童健全育成事業 

 

低学年 
量の見込み（人） 3,385 3,362 3,415 3,282 3,172 

確保方策（人） 3,036 3,196 3,316 3,316 3,316 

高学年 
量の見込み（人） 1,296  1,240 1,191 1,182 1,181 

確保方策（人） 0 0 0 0 0 

子育て短期支援事業 

 

量の見込み（人日） 82 80 78 77 76 

確保 

方策 

委託機関（か所） 4 4 4 4 4 

委託人数（人日） 83 83 83 83 83 

１号認定：満３歳以上の教育を希望する就学前の子ども （認定こども園、幼稚園を利用） 

２号認定：満３歳以上の保育を必要とする就学前の子ども（認定こども園、保育所を利用） 

３号認定：満３歳未満の保育を必要とする就学前の子ども（認定こども園、保育所、特定地域型保育事業を利用） 

なお、１号認定には新制度に移行していない幼稚園希望分を含みます。 

 



５ その他の関連施策の内容 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

 
量の見込み（人） 2,610 2,585 2,562 2,541 2,524 

確保方策 実施体制 保育士等の有資格者が訪問 

養育支援訪問事業（子育て相談訪問事業） 

 
量の見込み（人） 275 275 275 275 275 

確保方策 実施体制 保育士等の有資格者が訪問 

子どもを守るための地域ネットワーク機能強化事業（要保護児童対策事業） 

 事業内容と今後の方向性 
高槻市児童虐待等防止連絡会議（子どもを守るための地域ネットワーク）を

中心に、引き続き関係機関との連携を図り、継続した支援に取り組む 

地域子育て支援拠点事業 

 
量の見込み（人回） 150,621 149,101 146,656 146,156 145,040 

確保方策（か所） 18 18 18 18 18 

一時預かり事業 ＜ア．認定こども園、幼稚園在園児（１号認定子ども）＞ 

 
量の見込み（人日） 198,122 192,213 183,453 181,071 179,132 

確保方策（人日） 233,527 233,527 233,527 233,527 233,527 

一時預かり事業 ＜イ．認定こども園、保育所、つどいの広場、ファミリー･サポート･センター事業（在園児以外）＞ 

 
量の見込み（人日） 35,964 35,595 35,003 34,881 34,614 

確保方策（人日） 84,801 84,801 84,801 84,801 84,801 

病児保育事業 

 
量の見込み（人日） 3,305 3,237 3,136 3,110 3,081 

確保方策（人日） 26,484 26,484 26,484 26,484 26,484 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）※就学児童のみ 

 
量の見込み（人日） 1,516 1,483 1,468 1,420 1,394 

確保方策（人日） 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 

妊婦健康診査 

 

量の 

見込み 

交付人数（人） 2,610 2,585 2,562 2,541 2,524 

延べ回数（人回） 31,320 31,020 30,744 30,492 30,288 

確保方策 実施場所 府内妊婦健康診査実施医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域における子育ての支援               

①地域における子育て支援サービスの充実              

②子育てに関する情報提供と相談支援体制の充実                

③子育てを支援する人材の育成と子育て支援ネットワークづくり  

④世代間交流の推進                          

⑤子どもの健全育成                                   

  

（２）親と子の健康の確保及び増進                 

①妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない支援の充実              

②食育の推進                                             

                                   

（３）子どもの心身の健やかな成長のための教育           

・保育環境の整備                   

①子どもの心身の健やかな成長の推進                 

②幼児教育の充実                                           

③質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供 

（４）安心して子育てができる生活環境の整備 

①安全・安心なまちづくりの推進 

        

（５）仕事と子育ての両立支援の推進 

①ワーク・ライフ・バランスの普及啓発  

②仕事と子育ての両立支援のための基盤整備 

         

（６）要保護児童への対応などきめ細やかな取組の

推進   

  ①児童虐待防止対策の充実                      

②ひとり親家庭の自立支援の推進  

③障がい児施策の充実 

主な取組事業 

第二次高槻市子ども・子育て支援事業計画【概要版】 

令和２年３月 

【 発  行 】高槻市子ども未来部保育幼稚園事業課 

【電  話】072（674）7692  【 F A X 】072（675）8648 


